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■
町
県
民
税
（
普
通
徴
収
）、
固

定
資
産
税
の
前
納
報
奨
金
制
度

を
平
成　

年
度
か
ら
改
正
・
廃
止

20

い
た
し
ま
す
。

　

前
納
報
奨
金
制
度
と
は
、
町
県
民
税
（
普

通
徴
収
）
と
固
定
資
産
税
に
つ
い
て
、
そ
の

税
額
を
第
１
期
の
納
期
限
内
に
一
括
し
て

納
付
（
全
期
前
納
）
し
て
い
た
だ
い
た
場
合

に
、
各
納
期
の
納
期
前
に
係
る
月
数
に
、
そ

の
納
期
の
税
額
の
0
・
5
％
を
乗
じ
て
得
た

額
を
交
付
し
て
い
る
も
の
で
す
。

　

こ
の
制
度
は
、
昭
和　

年
、
戦
後
の
経
済

25

状
況
を
背
景
に
、
納
税
意
欲
の
向
上
、
早
期

税
収
確
保
、
収
納
事
務
の
簡
素
化
な
ど
を
目

的
に
創
設
さ
れ
ま
し
た
。

　

し
か
し
、
町
県
民
税
を
特
別
徴
収
さ
れ
る

人
に
は
利
用
で
き
な
い
た
め
、
普
通
徴
収
さ

れ
る
人
と
不
公
平
が
あ
る
こ
と
、
行
財
政
改

革
の
視
点
か
ら
経
費
節
減
の
取
り
組
み
を

推
進
す
る
必
要
が
あ
る
こ
と
の
理
由
に
よ
り
、

平
成　

年
度
か
ら
下
の
表
の
と
お
り
段
階

20

的
に
改
正
・
廃
止
す
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

■
全
期
前
納
は
こ
れ
ま
で

ど
お
り
で
き
ま
す

　

前
納
報
奨
金
制
度
は
平
成　

年
度

22

に
な
く
な
り
ま
す
が
、
第
１
期
の
納

期
限
内
に
全
期
分
の
額
を
納
付
（
全

期
前
納
）
す
る
こ
と
は
で
き
ま
す
の

で
、
引
き
続
き
ご
利
用
く
だ
さ
い
。

　

口
座
振
替
を
ご
利
用
の
方
で
、「
全

期
前
納
（
一
括
納
付
）」
か
ら
「
期

別
」
へ
の
変
更
を
ご
希
望
の
方
は
、

町
内
金
融
機
関
、
岩
美
町
財
務
課
の

窓
口
で
受
け
付
け
て
お
り
ま
す
。
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平成22年度平成21年度平成20年度平成19年度

廃　止
0.3％×月数0.5％×月数0.5％×月数交　付　率

5万円10万円無制限交付額の上限

町
税
の
前
納
報
奨
金
制
度
改
正
・ 

　
　
　
　
　
　
　
　
廃
止
の
お
知
ら
せ 

町
税
の
前
納
報
奨
金
制
度
改
正
・ 

　
　
　
　
　
　
　
　
廃
止
の
お
知
ら
せ 

た
だ
い
ま
土
地
及
び

家
屋
価
格
等
縦
覧
帳
簿
の

縦
覧
中
！

　

４
月
１
日
よ
り
土
地
及
び
家
屋
価
格
等
縦
覧
帳
簿
の
縦

覧
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

次
の
と
お
り
期
間
を
設
け
て
い
ま
す
の
で
、
こ
の
機
会

に
固
定
資
産
税
の
内
訳
を
確
か
め
て
お
き
ま
し
ょ
う
！

【
縦
覧
期
間
】

　

４
月
１
日
（
火
）
〜
４
月　

日
（
水
）

30

【
対
象
者
】

　

固
定
資
産
税
納
税
義
務
者
又
は
代
理
人
等
（
運
転
免
許

証
等
の
本
人
確
認
が
で
き
る
も
の
が
必
要
で
す
。
ま
た
、

代
理
人
等
の
場
合
は
委
任
状
が
必
要
で
す
。）

【
時　

間
】

　

月
・
水
・
金
曜
日　

午
前
８
時　

分
〜
午
後
５
時　

分

30

30

　

火
・
木
曜
日　
　
　

午
前
８
時　

分
〜
午
後
７
時

30

【
場　

所
】

　

役
場
財
務
課
窓
口
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